
� はじめに

2015年12月､ ファン・アーケン (D. v. Aaken) とシュレック (P. Schreck)

の編集による論文集 『経済倫理・企業倫理の諸理論』 が出版された｡ これは､
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1) 本研究は JSPS科研費26780205の助成を受けたものである｡

要 旨

本稿は､ ドイツの経済倫理・企業倫理において､ ホーマン学派のピーズ
らが強力に展開している「オルドノミック・アプローチ」について､ 特に
企業倫理に関する議論を学説史的に検討することを目的とする。まずオル
ドノミック・アプローチの基本コンセプトを概観し､ 彼らの議論が基本的
にホーマンの議論を受け継いでいるが､ 意味論など､ ホーマンを超える部
分もあることを指摘する。続いて彼らの企業倫理論を検討し､ ホーマンに
は見られなかった新しい議論を提供していることを明らかにする。最後に､
オルドノミック・アプローチがホーマンの議論から見て方法論的なレベル
での変容を見せていることを指摘する。

キーワード：ドイツの経済倫理・企業倫理 (Economic and Business Ethics

in Germany)､ オルドノミック・アプローチ (Ordonomic

Approach) ､ ホーマン学派の秩序倫理 (Order Ethics of

Homann School)､ モラル・コミットメント (Moral Commit-

ment)､ 企業の社会的責任 (Corporate Social Responsibility)



現代のドイツにおける経済倫理・企業倫理の代表的アプローチについて､ 提

唱者本人がその概要を記した論考を寄稿した論文集である2)｡ この著作は現

代ドイツ経済倫理・企業倫理の理論的アプローチをほぼすべて概観できる､

学説史的にきわめて有益な論文集だと考えられるが3)､ この著作で挙げられ

ているのが､ ホーマン (K. Homann) の ｢経済倫理｣､ ズーハネク (A.

Suchanek) の ｢経済学的企業倫理｣､ ピーズ (I. Pies) の ｢オルドノミック・

アプローチ｣､ ヴィーラント ( J. Wieland) らの ｢ガバナンス倫理｣､ ベショ

ルナー (T. Beschorner)､ プフリーム (R. Pfriem) の ｢文化主義的倫理｣､ ウ

ルリッヒ (P. Ulrich) の ｢統合的倫理学｣､ シュタインマン (H. Steinmann)

／レーア (A. ����) の ｢共和主義的企業倫理｣､ キュッパー (H.-U. ����	�)

の ｢分析的企業倫理｣ である4)｡

この中で最初の 3つのアプローチは､ ホーマンとその弟子によるアプロー

チである｡ ホーマンはドイツ語圏の大学で最初の ｢経済倫理・企業倫理｣ 講

座を主宰した論者であり､ ドイツの経済倫理・企業倫理において重要な論者

の一人と見なされている｡ 彼は経済学的な手法を倫理学に応用するアプロー
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2) 編者による序文においてこの論文集の刊行目的が記されている｡ それによれば､ ドイ
ツ経営経済学においても企業倫理の考察が薦められているが､ そのますますの国際化
の流れの中で､ 企業倫理の研究がアメリカの影響を受けたものであり､ それらが主と
して経験的研究であるため､ 理論軽視のリスクがあるというものである (v. Aaken /

Schreck 2015, S. 10)｡ ドイツでは古くから理論､ あるいは方法論優位の議論が展開さ
れてきたのであり､ そのようなドイツ的特徴を前面に押し出しているのがこの論文集
の特徴だと言える｡

3) 日本でも近年､ 例えば永合位行がドイツ語圏の経済倫理学に関する学説研究を精力的
に行っており､ 2016年にこれらを纏めた著作が出版された (永合 2016)｡ ただしここ
では企業倫理に関する考察はなされていない (17－18ページ)｡

4) この他､ 特定のアプローチを提唱するものではないが､ 経済倫理・企業倫理に関する
論考として､ シェーラー (A. G. Sherer)／パラッツォ (G. Palazzo)／ブッツ (A. Butz)
とアスレンダー (M. 
����	�) の論文が掲載されている｡ また編者たちは､ これら
のアプローチを､ 背景にある基礎理論に従って分類している｡ これによれば､ ホーマ
ン､ ズーハネク､ ピーズは経済学､ ヴィーラントは経済学と社会学､ プフリームとベ
ショルナーは社会学､ ウルリッヒとシュタインマン／レーアは哲学､ キュッパーは経
営学が背景にある (v. Aaken / Schreck 2015, S. 13)｡ 加えて指摘しておくべきことは､
この著作は 『経済倫理・企業倫理の諸理論』 と銘打っているとはいえ､ 編者二人が経
営学者であることから､ どちらかといえば企業倫理の観点からドイツの経済倫理・企
業倫理の議論が整理されているという点である｡



チを展開し､ 弟子のズーハネク､ ピーズも基本的にホーマンの手法に基づき､

議論を展開している｡ この著作でホーマンが筆頭に挙げられ､ 続いてその弟

子の論考が 2つ続いていることは､ ホーマン学派がドイツの経済倫理・企業

倫理において重要な存在と見なされていることの表れと解釈できる｡

われわれはこれまで､ ホーマン学派の議論に強い関心を寄せ､ ホーマンそ

してズーハネクの議論を中心に検討してきたが､ 一方でピーズは近年､ 共同

研究者5) とともに ｢オルドノミック・アプローチ (der ordonomische Ansatz ;

Ordonomic Approach)｣ と呼ばれる理論構想を展開し､ 多数の論考において

様々な経済倫理・企業倫理問題を分析している｡ 特に近年はそのほとんどを

英語で発表しており､ さらにほとんどがウェブサイトでも公表されているた

め､ 彼らはこの ｢オルドノミック・アプローチ｣ を強力に推進し､ ドイツの

みならず世界的に広げていきたいのだと推察される｡

ホーマン学派の経済学的な手法による企業倫理に関心を寄せるわれわれと

しては､ ピーズらの近年の精力的な取り組みにも強い関心を抱いている｡ 彼

らの理論構想はいかなるものなのか､ ホーマンやズーハネクのアプローチと

はどのような関係にあるのか｡

よって本稿では､ ピーズらの ｢オルドノミック・アプローチ｣ を取り上げ､

その理論的特質を学説史的に検討したい｡ しかし､ ピーズらは彼らのオルド

ノミック・アプローチについてかなり膨大な量の論考を発表しており､ 本稿

でそれらをすべて検討することは不可能である｡ 彼らの論考は､ ｢オルドノ

ミック・アプローチ｣ という強固な理論的コンセプトに基づいて､ 経済倫理・

企業倫理の様々な実践問題を分析し､ 規範的提言を行うというスタイルを取っ

ている｡ よって本稿では､ 彼らの論考のうち､ ピーズがオルドノミック・ア

プローチの基本的コンセプトを説明した論考 (Pies 2013) と､ われわれが

関心の寄せる企業倫理に関する論考 (Pies / Hielscher / Beckmann 2009 ; Pies /
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5) その論考のほとんどが､ ピーズと同じ講座に属するヒールシャー (Stefan Hielscher)
と､ エアランゲン・ニュルンベルク大学のベックマン (Markus Beckmann) との共同
研究の形を取っている｡



Beckmann / Hielscher 2010 ; Pies / Beckmann / Hielscher 2011a ; Pies /

Beckmann / Hielscher 2011b ; Pies / Beckmann / Hielscher 2012 ; Pies /

Beckmann / Hielscher 2014 ; Beckmann / Hielscher / Pies 2014) に焦点を絞

り､ 主に企業倫理問題への応用という観点から彼らの議論の特質を浮き彫り

にしたい｡

まずⅡ節で､ オルドノミック・アプローチの 4つの基本コンセプトを概観

する｡ それに基づき､ 続くⅢ節で､ オルドノミック・アプローチによる企業

倫理論を検討していく｡ とりわけここでは､ ｢ニュー・ガバナンス (New

Governance)｣ ｢企業市民｣ と ｢経営者能力・経営者教育｣ について見てい

く｡ そしてⅣ節でこのようなオルドノミック・アプローチをホーマン学派の

展開という点から学説史的に検討する｡ 最後にⅤ節でまとめと今後の展望を

述べる｡

� オルドノミック・アプローチの基本コンセプト

まず ｢オルドノミック・アプローチ｣ のオルドノミクス (ordonomics,

Ordonomik) という名称について､ これはラテン語で ｢秩序｣ を表す ｢オル

ド (ordo)｣ と ｢学問｣ を表す接尾語である ｢�ics｣ の造語である (cf. Pies

et al 2009, p. 378)｡ あえて訳せば ｢秩序学｣ となろうが､ このような名称は､

明確にホーマンの ｢秩序倫理 (Ordnungsethik)｣ を受け継ぎ､ 発展させよう

とする企図を持っていることがわかる (Pies 2013, p. 2)｡

ホーマン学派の考え方の基礎には､ 従来の倫理学における個人倫理志向へ

の批判がある6)｡ それらは個人の行動や性格に焦点を当て､ そこに倫理的観

点を貫徹させる傾向があった｡ 宗教が支配していた時代や地縁が重要な時代

などではそのような方法が有効だったが､ ルーマン (N. Luhmann) のいう

｢機能分化｣ した社会においては､ 人間はさまざまな機能システムと関わり､

その時々に様々な役割を担ったり､ 様々なコードにしたがって行動したりと
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6) ホーマン理論の基本的コンセプトについては､ 例えば Homann / Brome-Dress (1992);
Homann (2014); Homann (2015) などを参照｡



いう形で複雑性が高まっており､ 従来のような個人の絶対的な規範意識や行

為に倫理を訴えかけるアプローチは有効ではない｡ またそのような社会では､

倫理問題の多くは個人の悪い意図や価値などに還元できるものではない｡ 市

場経済は､ 個々のプレイヤーの意図や価値が完全に実現されたものではなく､

むしろ意図せざる帰結の連続的結果なのである｡ 現代の高度に機能分化した

社会では､ 人間は様々な役割､ 様々な考えを持って､ 他人と相互作用してい

る｡ 24時間全く同じ倫理規範で行動することは不可能である｡

確かに市場経済の弊害は数多く存在するが､ その弊害を解決するために､

過度に個人倫理に訴えかけることは､ 市場が持つメリットを弱めてしまう｡

かといって､ 社会主義体制のような全体的な変革が有効でないことは歴史が

証明している通りである｡

このことからホーマンは､ 個々人の倫理規範へ直接訴えかけるのではなく､

それを外から制御する制度やルールを整えることで倫理問題を解決するとい

う ｢秩序倫理｣ を構築したのである｡ 市場経済で考えれば､ 個々の市場プレ

イヤーはそれぞれ自己利益だけを考えて行動しても良いが､ そこから生じる

弊害を抑制するために､ ルールのレベルで倫理を考えるのである｡ これをホー

マンは､ ｢ゲームの進行 (Spielzug)｣ と ｢ゲームのルール (Spielregeln)｣ の

区別から説明している7)｡ 個々のプレイヤーの合理的な自己利益追求行動は

｢ゲームの進行｣ に属する｡ ホーマンは､ このレベルにおいて倫理の観点か

ら抑制的な行動を求めない｡ 例えば企業は､ ゲームの進行のレベルでは､ 自

己利益を合理的に追求する｡ しかしそのことで発生する ｢ジレンマ｣ を､ ゲー

ムのルールのレベルで､ 例えば制度やルール､ 法などによって制御すること

で､ ジレンマ状況を解消し､ 個別経済主体と社会全体の双方にメリットをも

たらす､ まさに Win-Win の状態を実現するのである｡ ピーズのオルドノミッ

ク・アプローチは､ このようなホーマンの考え方をベースにしている｡
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7) しかしホーマンは､ 制度倫理が個人倫理を代替しようとする意図を持っているのでは
なく､ それに補完するアプローチであると見なしている｡ Pies (2013), p. 2 を参照｡
またこれについてのオルドノミック・アプローチの見解については本稿179�181ペー
ジを参照｡



ピーズによれば､ オルドノミック・アプローチには 4つの特徴がある｡ a)

現代性の診断 (a diagnosis of modernity)､ b) 社会的ジレンマ状況の合理的

選択分析 (a rational-choice analysis of social dilemma situations)､ c) 直交的

ポジションの考え方 (the idea of orthogonal positions)､ d) 3 つの社会的ア

リーナの図式 (a scheme of three social arenas) である (cf. Pies 2013, pp. 3�

8)｡ 以下これらを見ていこう｡

a) 先に見たホーマンと同様､ ピーズらは現代を高度に機能分化した複雑な

社会と見ており､ 旧来のように地縁や伝統などによる画一的な制御は不可能

であり､ また個人に画一的な倫理を求めることも不可能だと見ている｡ むし

ろ現代社会は､ 市場経済に代表されるような複雑なシステムを､ ルールや制

度によって多様な形で制御している｡ このような現代社会の特徴を､ ピーズ

らは､ ルーマンの ｢社会構造とゼマンティク｣ の議論からとらえようとする｡

例えば彼らは ｢理念と制度の社会的共進化 (die gesellschaftliche Koevolution

von Ideen und Institutionen)｣ (Pies 2009, S. 2)､ ｢制度と理念の間のあり得

る交換関係｣ (Pies 2009, S. 2)､ ｢制度とアイディアの相互依存分析､ 社会構

造と意味論の相互依存分析に関する合理的選択のパースペクティブ｣ (Pies

et al. 2014, p. 230�231)､ ｢社会構造とゼマンティクの相互依存｣ (Pies 2015,

S. 79) といった言葉を用いているが､ これが意味するのは､ 社会の構造が

われわれの理念やアイディアによって影響を受け､ また影響を与えるという

相互依存関係にあるという理解である｡ 彼らは ｢制度とアイディアの相互の

適応という社会的な学習プロセス｣ に焦点を当てているのであり (Pies

2013, p. 13)､ この点に経済倫理・企業倫理の新しい問題点を見ようとして

いるのである｡

b) 社会的ジレンマ状況の合理的選択的分析：ホーマンの分析の出発点と

なる倫理問題はゲーム理論における ｢囚人のジレンマ｣ に典型的な状況であ

り､ これをピーズらは ｢社会的ジレンマ状況｣ と呼び､ 議論の出発点とする｡
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囚人のジレンマ状況においては､ プレイヤーはそれぞれ自己利益を求めて合

理的に行動した結果､ 各人に最適な選択肢をとることができず､ 全体的に見

て非合理な状態に陥る｡ 彼らの行動は相手の動きに合わせた社会的行動であ

り､ 各人の意図に反した意図せざる帰結であり､ また自らの合理的行動によ

り自分たちに損害を与える行為だとも言える (集合的な自己損害行動 (col-

lective self-damaging)・パレート劣位のナッシュ均衡)｡

このようなゲームにおいては､ 通例ルールという形で制度的枠組みが作ら

れており､ 各人のインセンティブはルールによって方向づけられる｡ 社会的

ジレンマ状況では､ 制度的枠組みが結局全体の最適な厚生を実現できないよ

うな方向に各人にプレッシャーを与えてしまうのである｡ つまり悪い意図が

問題なのではなく､ 悪い制度が問題なのである｡ その典型例がいわゆる ｢共

有地の悲劇｣ などである8)｡

ピーズらによれば､ 社会的ジレンマには 2つのタイプがある｡ 一つは一方

向的な (one-sided) ジレンマであり､ もう一つが多面的な (many-sided) ジ

レンマである (cf. Pies et al. 2009, p. 383)｡

一方向的なジレンマにおいては､ 非対称的な搾取の可能性がある｡ 以下の

図 1 (a) を見ると､ プレイヤーＡの協調的行動の選択がプレイヤーＢの搾取

行為を導き出し､ それを見越したプレイヤーＡはそもそもゲームへの参加を

やめるため､ 結果として全体的に望ましい帰結である 1, 1 が達成されず､

0, 0 の結果に終わってしまう｡ ここでは､ 図 1 (b) のように､ プレイヤーＢ

の利得を操作し､ 搾取することが魅力的でないようにするような制度的措置

ないしセルフ・コミットメントを導入すること､ つまり図では �����と

なるような措置が､ 全体にとって望ましい帰結をもたらすことになる｡ つま

りこれは､ 個々の主体がそれぞれ行う個別的なコミットメントが全体にとっ
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8) このような合理的選択分析の基礎にある思想は､ ベッカー (G. Becker) の ｢経済学
帝国主義｣ の議論である｡ またここでは､ コース (R. Coase)､ ノース (D. North)､
ウィリアムソン (O. Williamson) ら新制度学派や､ ブキャナン ( J. Bucanan) の規範
的な厚生経済学の思想も重要な役割を果たしている｡ とりわけブキャナンの思想は､
以下で取り上げる d) の 3 つの社会的アリーナ分析の基礎となっているものである｡



て望ましい帰結を実現することを示している｡

それに対して多面的なジレンマでは､ 対称的な搾取の可能性がある｡ つま

りお互いに搾取し合う選択肢がありうるということである｡ 以下の図 2 (a)

の通り､ プレイヤーＡ, Ｂ両者にとって､ 協調しないほうが自らのメリット

になる｡ その結果ボックスⅢの 2, 2 が実現する｡ しかしこれは､ 全体にとっ

て望ましい帰結であるボックスⅠの 3, 3 ではなく､ 従って ｢集合的な自己

損害行動｣ だといえる｡ ここで､ 図 2 (b) のように､ 搾取を選択するに対し

て制裁となるような制度的措置あるいはコミットメント措置を加えると､ 両
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者ともボックスⅠを選択するインセンティブを持つことになる｡ ここでのポ

イントは､ 一方向的なジレンマにおける個別的なコミットメントではジレン

マは解決しないということである｡ 制度的措置あるいはコミットメント措置

は､ ここではプレイヤー全体を同時に縛るものでなければならない｡

c) 直交的ポジションによる規範的方向づけ：これは､ 以下の図 3 (a) に

表されている､ トレードオフの関係､ Win-Lose 関係との対比で理解できる

ものである｡ 従来の個人倫理アプローチは､ 個々人の自己利害と社会全体の

公共利害を対立するものとしてとらえていた｡ つまり各個人の利己的な行動

は社会全体の利益にならず､ 反対に社会全体の利益を実現するためには､ 各

個人は自己利益を制限した行為をしなければならないという考え方である｡

よって従来の倫理学は､ 社会全体の利害を実現するために､ 個々人に自己利

益の抑制を求めたのである｡ これはゼロ・サムゲームの見方であり､ Win-

Lose 関係である｡

これに対して ｢直交的ポジション｣ の見方は､ 自己利益と社会全体の利益

を同時に実現する Win-Win の見方であり､ 倫理的提言によって､ 図 3 (b)

の通り､ 右上90度の方向に ｢直交的に｣ 曲線自体を移動させようという見方
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である｡ それを実現するのが ｢制度｣ あるいは ｢秩序｣ である｡ つまり､ 制

度改革によって､ 個々人の自己利害と社会全体の公共利害を ｢調和させる｣

のである｡

d) 3 つの社会的アリーナの相互作用：ピーズらは､ 以下の図 4のように､

社会を ｢基本ゲーム｣､ ｢メタゲーム｣､ ｢メタ・メタゲーム｣ の 3つのアリー

ナからなるとする｡ それぞれ､ ビジネス､ 政治､ 公共的討論の場として割り

当てられている｡ これは､ 直接的にはブキャナンの ｢ゲーム内での選択｣ と

｢ゲーム間での選択｣ の構成レベルでの区別を基礎にしたものだというが

(cf. Pies et al. 2009, p. 385)､ 先に示した､ ホーマンの ｢ゲームの進行｣ と

｢ゲームのルール｣ の区別をさらに発展させた図式だと考えられる｡ ピーズ

らは､ a) において示された ｢制度的構造と理念の相互作用｣ の観点から､

制度はアイディアや理念に影響を受けるという考えを貫徹するために､ ｢メ

タゲーム｣ をさらに上位から規定する ｢メタ・メタゲーム｣ を設定し､ ｢公

共の討論｣ の中で ｢理念｣ が明るみに出ることで制度が形成されるとしてい

る｡ つまり､ ビジネスのレベルでの問題や政治のレベルで設定される制度や
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ルールは､ 社会全体の討議に影響されるということである｡ 例えばわれわれ

の政治的状況を見てもわかるとおり､ 問題に対する認知や感じ方は世論や人々

の価値規範に大きく影響を受ける｡ そこに重大な誤りがあれば､ 直交的ポジ

ションに向けた制度改革も難しいのである9)｡

これに基づき､ 従来の ｢責任｣ がもっぱら行為レベル､ すなわち ｢基本ゲー

ム｣ における行為に向けられていたことと対比する形で､ 彼らは企業やその

他のアクターが ｢オルド責任 (ordo-responsibility)｣ (Pies et al. 2009, p. 386)

を持つとしている｡ つまり､ 企業をはじめとする様々な経済主体は､ 基本ゲー

ムにおける行為責任のみでなく､ それを規定する制度やルールや､ さらにそ

れを上位から規定する公共的討論のレベル､ すなわち行為に ｢秩序｣ をもた

らすレベルに関しても､ 一定の責任を有しているのである｡ ピーズらは制度

やルールのレベルに関して ｢ガバナンス責任 (governance responsibility)｣､

公共的討論のレベルに関しては ｢ディスコース責任 (discourse responsibil-

ity)｣ と呼んでいるが､ 基本ゲームにおける ｢行為責任｣ と合わせて､ 社会

的アリーナを 3つに区別することで､ 企業の責任に関する新しい理解が可能

になるのである｡

以上､ オルドノミック・アプローチの 4つの特徴を示したが､ ホーマンの

制度倫理を受け継ぐこのアプローチは､ しかし個人倫理的な見方をすべて否

定するわけではない｡ 以下の図 5は､ 個々人のインセンティブとモラルの議

論とを組み合わせた図式である (cf. Pies 2013, p. 12)｡

この内､ 第Ⅰ象限と第Ⅲ象限については､ モラルの議論に沿うことが個人

のインセンティブと符合する､ あるいはモラルの議論をしないことが個人の

インセンティブに符合しない場合であり､ 個人倫理への訴えかけが有効であ

る｡

オルドノミック・アプローチにとって重要なのは第Ⅱ象限と第Ⅳ象限であ
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9) ピーズらによれば､ これは社会の存在論的な見方ではなく､ 方法論的な見方だという
ことに注意すべきだとしている (Pies 2013, p. 6�7)｡



る｡ これらはモラルの議論に賛同することが個人のインセンティブと符合し

ない､ あるいはモラルの議論に反対することが個人のインセンティブと符合

してしまうケースである｡ これがまさに ｢ジレンマ状況｣ である｡ これを制

度によって第Ⅰ象限あるいは第Ⅲ象限に向かわせることが､ オルドノミック・

アプローチの課題となる｡

例えば環境に優しい行動を取ることが現状ではかなりコストのかかるもの

であるなら､ 所有権を設定するという制度改革を行うことで､ モラル的行動

が個人のインセンティブに沿った行動となる (第Ⅱ象限から第Ⅰ象限への①

の矢印)｡ 同様にカルテル法の導入は､ カルテルによる共謀という反モラル

的行動を個々のインセンティブに反するものにする措置である (第Ⅳ象限か

ら第Ⅲ象限への②の矢印)｡

それに対して矢印③と④は､ モラルの再評価につながる措置である｡ ③は､

例えば貴族同士の殺し合いなど､ 従来個人のインセンティブに一致しないが

モラル的行動と見なされていた現象を､ 人々の意識を変えるなど､ 何らかの

制度変革によって反モラル的議論に変えることであり､ ④はその反対に､ 個
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人のインセンティブに符合するが反モラル的行動と見なされていたものを､

何らかの制度的措置によりモラル的議論に変えることである｡

以上の通り､ オルドノミック・アプローチは個人倫理アプローチを代替す

るものではなく､ 補完するものである｡ つまり､ 個人倫理アプローチが考慮

していない､ モラル的行動とインセンティブを状況的にフィットさせるとい

う課題を引き受けるのがオルドノミック・アプローチなのである｡

� オルドノミック・アプローチに基づく企業倫理論の展開

オルドノミック・アプローチを含むドイツの経済倫理・企業倫理の議論は､

基本的に､ 経済倫理の議論をベースとして企業倫理を展開する｡ よってドイ

ツの議論では､ 経済学や市場経済に関する倫理的考察が不可欠となる｡ 以上

のオルドノミック・アプローチの基本的考察は､ すべて経済倫理を根本とし

て展開されているものである｡

この点から見て､ 経済学者フリードマン (M. Freedman) の ｢企業の社会

的責任｣ に関する論考 (Friedman 1970) は非常に重要である｡ というのも､

彼の議論は経済的アクターとしての企業と市場経済との関係から倫理的な考

察がなされているからであり､ ピーズらはこの点にフリードマンの議論の意

義があると考えている (Vgl. Pies et al. 2011a, S. 18ff.)｡ しかしピーズらに

よれば､ フリードマンの議論は企業を規制する規制や契約､ あるいは制度が

つねに完全であるという完全合理的な想定がなされており､ またここでは利

潤とモラルがつねに対立すると考えられている｡ しかし､ とりわけ現代の多

国籍化した企業を 1つのルールで規制することが不可能なことは明らかであ

る｡ ピーズらはこの点を問題視し､ オルドノミック・アプローチにおいて新

しい企業倫理のあり方を構築する｡

ピーズらは､ オルドノミック・アプローチを企業倫理に応用するに際し､

企業を次のように定義している｡

企業はなによりもまず､ 社会において ｢価値創造 (�������	
���, value

creation)｣ を達成する経済主体であり､ これが企業の目的である (Pies et al.
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2010, p. 268)｡ さらに彼らは､ ミーゼス (L. v. Mises) の言葉を引きながら､

企業は､ 価値創造によって社会問題を解決する ｢社会の委任 (societal man-

date)｣ (Pies et al. 2011b, p. 175) だとする｡ つまり企業は､ 様々なステイ

クホルダーから､ 価値創造をするよう委任されたエージェントなのである｡

よって利潤は企業の目的ではなく､ 価値創造を成し遂げたことの指標であり､

手段である (Pies et al. 2011b, p. 177)｡ そして企業の価値創造は ｢相互のメ

リットとなる価値創造 (mutually advantageous value creation)｣ (Pies et al.

2011b, p. 182)､ つまり企業自身も他のステイクホルダーたちもお互いに利

益が得られるようなものでなければならない

また企業は､ ピーズらによれば､ 社会から委任されて価値創造エージェン

トという機能を実現するためのモラル・アクターである｡ そして企業の道徳

的な行為､ すなわち ｢モラル・コミットメント｣ は､ 企業の ｢生産要素

(Produktionsfaktor)｣ である (Pies et. al. 2011a, S. 18)｡ つまり具体的に言

えば､ 行動規範の制定､ ホイッスル・ブローイングの実施など､ 企業がモラ

ル・コミットメントを実施することで､ 共同相手から信頼を獲得し､ Win-

Win の状態､ つまり企業自身のメリットである利益獲得にもつなげるとい

うことである｡ ｢生産要素としてのモラルを投入するということは､ 他者の

利害を賢明に考慮することで価値創造のポテンシャルを活性化させることを

意味する｣ (Ebenda)｡ よって彼らによれば､ モラルを生産要素として投入

することはむしろ企業の日常的活動となるべきなのである｡

以上の基本規定に基づいて､ 彼らの企業倫理に関する議論を見ていきたい｡

以下では､ 企業倫理において問題となる ｢ニュー・ガバナンス｣ ｢企業市民｣

と ｢経営者能力・経営者教育｣ に関する彼らの論考を見ていこう｡

1) ｢ニュー・ガバナンス｣ と ｢企業市民｣

｢ニュー・ガバナンス｣ の定義は必ずしも明確でないが､ 社会的な協調や

共同のあり方について､ 従来のように国家のみにルール制定やその他の統治

を委ねるのではなく､ 企業が NGOその他のセクターとともにルール制定に
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積極的に関わり､ 社会のガバナンスを遂行していくことを意味する概念であ

る (cf. Pies et al. 2011b, p. 172)｡

｢企業市民｣ はこれと関連した概念である｡ ニュー・ガバナンスがプロセ

スのレベルならば､ 企業市民はアクターのレベルにある概念である｡ 具体的

には､ この概念は企業がアクターとして社会活動の積極的に関わっていくこ

とを意味している｡ これまで企業市民に関して様々な議論が展開されてきた

が､ 従来の議論では､ なぜ企業が企業市民として積極的に社会に関わるのか

について､ その理由や根拠が明確に説明されてこなかった (Pies et al. 2011b,

p. 173)｡ とりわけ単に規範的な観点から企業に社会への関わりを求める議

論も多く､ またそのような規範的な議論は､ 市場の機能や企業の経済的性質

を軽視する傾向があり､ 企業経営の処方箋として役立つのかという問題があっ

た｡ ピーズらの議論はこれらを出発点としている｡

オルドノミック・アプローチは､ 先の 3レベル・シェーマに基づき､ 企業

が ｢企業市民｣ として､ モラル・コミットメントとしての企業倫理を通して､

メタゲームやメタ・メタゲームに積極的に関わることで､ 政治的・モラル的

アクターとして振る舞い､ ｢ニュー・ガバナンス｣ を実現していくとしてい

る｡

オルドノミック・アプローチでは､ 企業のモラル・コミットメントとして､

一方向的なジレンマにおける個別的なコミットメントと多面的なジレンマに

おける集合的なコミットメントの 2つの方法を挙げ､ さらに､ 企業が自らを

縛るコミットメントと､ 消費者､ 従業員､ サプライヤーなど､ 他のインタラ

クション・パートナーが彼ら自身を縛ることを助けるようなコミットメント・

サービスの提供を区別することで､ 企業市民の 4つの方法を提示している｡

これらについて､ 以下の図 6 に従って見ていこう (cf. Pies et al. 2009, pp.

389�393)｡
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Ⅰ) 集合的セルフ・コミットメントのためのサービス

ボックスⅠは､ 企業が他のインタラクション・パートナーに集合的なコミッ

トメント・サービスを提供する方法である｡ ここでは多面的なジレンマ構造

が存在するので､ フリーライダーが登場し全体のメリットを減らしてしまう

という集合的な自己損害の問題は､ 集合的なセルフ・コミットメントによっ

てしか解決できない｡ この例として､ ピーズらはクルップ社の福利厚生制度

を挙げている (cf. Pies et al. 2009, pp. 389�390)｡

二代目であり､ クルップ社を大企業に発展させたアルフレッド・クルップ

(Alfred Krupp) は､ 1836年には自発的な健康保険と従属的年金基金制度を

導入し､ 1853年に従業員が1000人を超えると､ 健康保険や死亡保険､ 年金制

度に関して､ 強制的なシステムに転換した｡ その他､ クルップはベーカリー

店､ 小売店､ ホテル､ 病院などを設立し､ 福利厚生という形で､ 従業員とい
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うステイクホルダーへのセルフ・コミットメントサービスを提供したのであ

る10)｡

これらは､ クルップ社が高品質な鉄鋼の生産のために､ 健康で信頼できる

従業員を必要としていたことに対する解決策と解釈できる｡ 産業化・工業化

以降､ とりわけ大都市では､ すべての労働者が福利厚生を家族や地縁などか

ら必ず得られるという状況でなくなっており､ ローカルな社会的インフラが

必要となっていた｡ しかし､ ｢健康保持｣ あるいは ｢伝染病予防｣ という資

本への投資は､ ある意味で公共財であり､ それに対する投資が社会的に望ま

しいにもかかわらず､ 個々人は各々合理的な観点からそれへの投資をせず､

他人の投資にただ乗りするという多面的なジレンマ状況にあったと言える｡

クルップは､ 社会的利益になると同時に彼ら自身の利益にもなるように､ 集

合的なセルフ・コミットメントのサービスを提供することで､ これまで国家

のみが提供可能と考えられたサービスまで企業が提供し､ ｢ガバナンス責任｣

を果たしたと言える11)｡

Ⅱ) 個別的セルフ・コミットメントのためのサービス

ボックスⅡは､ 他のアクターへのサービスとして個別的なセルフ・コミッ

トメントのサービスを提供するものである｡ 例として､ マイクロ・クレジッ

トやマイクロ・インシュランスが挙げられている (cf. Pies et al. 2009, pp.

390�391)｡ これは､ 発展途上国などにおける十分な担保を持たない債権者

に対する少額の融資であり､ 彼らが融資を得て事業を行い､ 収入を得て貧困

状態を脱するという形で､ 貧困問題の解決に寄与できるスキームである｡ こ

のケースは債権者側における一方向的な搾取状況､ つまり債権者が機会主義
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10) これらについては田中 (2001)；吉森 (2015), 第Ⅱ部第 2 章 ｢クルップ｣､ とりわけ
136－139ページも参照｡

11) クルップは､ 社会保険と労働契約をリンクさせ､ 事前的に制裁を与えることで､ フリー
ライドを抑制し､ 協調することを最適解としたのである (Pies et al. 2009, p. 390)｡
またこのようなクルップの取り組みは､ ドイツ帝国におけるビスマルク (O. v.

Bismarck) の国家的な社会保険制度に影響を与えたと言われる｡



的行動を取ることで貸し手に損害を与える可能性がある状況と解釈でき､ そ

れは結果として集合的な自己損害行動をもたらすものである｡ マイクロ・ク

レジットは､ 相互監視による圧力により借り手の機会主義的な行動を抑制し､

協調的な行動を引き出すのである｡

Ⅲ) 個別的なセルフ・コミットメント

ボックスⅢは､ 個別企業が自発的にセルフ・コミットメントを行うことで

あり､ 一方向的なジレンマ構造が存在する場合に有効である｡ ピーズらはこ

の例として､ ヘンリー・フォード (Henry Ford) によるフォード社の賃金

制度を挙げている (cf. Pies et al. 2009, pp. 391�392)｡ フォードのこのよう

な賃金政策は当初投資家などから痛烈に批判されたが､ 労働時間や日数の削

減を含むこのプログラムは､ 当時のフォードが抱えていた､ 高い失業率や怠

業という問題の解決に向けたものであった｡ フォードの革新的な大量生産シ

ステムは､ 労働者の生産現場への高いコミットを必要とするものだったので

あり､ このようなモラル・コミットメントにより高い生産性が達成され､ 企

業利益につながれば､ 結局は企業にも社会全体にも利益になる｡

この制度が導入される以前は一方向的なジレンマ状況にあったといえる｡

すなわち､ フォード社は労働者による会社への特殊投資から搾取することで

自らの利益を得られたはずなのである｡ しかしフォードはあえて新しい賃金

制度を公的にアナウンスすることで､ 搾取しないことにコミットすることが

労働者に信頼され､ 結果的に社会全体の利益につながったのである｡

Ⅳ) 集合的なセルフ・コミットメント

ボックスⅣは､ 企業が集団で行う集合的なセルフ・コミットメントである｡

このケースではあるプレイヤーが最初にモラル・コミットメントを行ったと

しても､ 結局他のプレイヤーから搾取されてしまうので､ どのプレイヤーも

モラル・コミットメントを行うインセンティブを持たない｡ よってプレイヤー

全体を縛る集合的なセルフ・コミットメントが全体にメリットをもたらす｡
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ここでは 2種類のセルフ・コミットメントが考えられる｡ 一つは､ 業界規定

など､ 全体を縛るルールを自発的に制定することである｡ 二つ目は､ 企業全

体を縛るルールの制定を政府などに求めることである (cf. Pies et al. 2009,

pp. 392�393)｡ 後者の例としてピーズらが挙げているのが､ Google､ Yahoo!

などの検索サーチエンジンを持つ企業が､ インターネット検閲に関するマル

チ・ステイクホルダー・ダイアログを実施し､ 検閲や人権に関する原則を提

示し､ その結果を政府に請願した例である12)｡

以上､ ニュー・ガバナンスと企業市民に関する 4つのモラル・コミットメ

ントのあり方を見てきたが､ とりわけボックスⅣの例は､ 先に示した企業の

｢ガバナンス責任｣ と ｢ディスコース責任｣ の好例である｡ 企業はルールの

設定や新しいルールの発見に対する責任までも負うのであり､ それに積極的

に関わるべきだというのである｡ とりわけ後者のディスコース責任に関して

は､ 企業がいかにうまくコミュニケーションできるかが重要なのであり､ そ

の意味で､ 相手に関する理解や了解レベルでの能力が求められるのである｡

この二つの責任が ｢オルド責任｣ と呼ばれるのだが､ このレベルに関わるこ

とは､ 社会全体にとってメリットがあるとともに､ 企業自身にもメリットが

あるというものである｡

2) 経営者能力・経営者教育

Pies et al. (2010) においては､ オルドノミック・アプローチの 3レベル・

シェーマに沿って､ 企業の価値創造に寄与する､ 経営者・管理者が持つべき

能力､ コンピテンス及びその教育方法が議論されている｡ 彼らはここで､ 個

人倫理アプローチのように個々の経営者の倫理観を教育するという観点では

なく､ 絶えず直面する倫理問題に対処できる能力という観点を強調している｡

ここでは問題解決にとって重要な 5つの能力が挙げられている｡ それが､
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12) この背景には､ 中国政府による厳しい検閲にまつわる､ インターネット企業の多面的
なジレンマ構造があった (Pies et al. 2009, pp. 392�393)｡



最適化 (optimization)､ ガバナンス (governance)､ 方向づけ (orientation)､

感受 (reception)､ コミュニケーション (communication) の各能力である

(cf. Pies et al. 2010, pp. 271�273)｡

まず最適化能力は､ 基本ゲームで企業が効率的な経営を行うことに寄与す

る能力であり､ 従来の経営学において議論されてきた能力である｡

ガバナンス能力はメタゲームのレベルに関わるものであり､ 生産的な価値

創造の制度的設立を実現する､ 機能的なルールの設定に関わる｡ 企業がジレ

ンマ状況にある中で､ 個別的なコミットメントあるいは集合的なコミットメ

ントという形で価値創造を実現するためのルールを制定するのである｡ ガバ

ナンス能力に関して､ これまで経営学において主にコーポレートガバナンス

の観点から議論されてきたが､ 社会的ジレンマとその克服という観点から経

営者を規律付けるルールを設定するという点で､ このようなガバナンス能力

を持つことは重要なポイントである｡

方向づけ能力から先はメタ・メタゲームのレベルに関わる｡

方向づけ能力は､ 価値創造への道筋を作り､ 企業を市場において戦略的に

位置づけるために重要な能力である｡ この能力は､ 企業が何を目的としてい

るのか､ 企業がどのように価値創造をするつもりなのかといった問いを意識

させ､ これを自問自答することで､ 企業の自己イメージ・アイデンティティ

を作り上げることに寄与する｡ これがいわばコンパスとなり､ 価値創造を導

いていくのである｡

感受能力は､ 価値創造にとって重要なアクターとアイディアをやり取りす

る際に重要な能力であり､ メタ・メタゲームにおける基本的能力である｡ 企

業は異なるコンテクストを持つステイクホルダーとコミュニケーションする

ために､ 相手を理解する能力を持たなければならないのであり､ 経営者は彼

らの ｢言語｣ を企業の言語に翻訳できなければならない｡

最後のコミュニケーション能力は､ 感受能力と対をなすものであり､ 自身

を他者に理解させる能力である｡ 企業は最終的に自身の利害関心を追求する

ために､ ステイクホルダーたちの言語に企業の言語を ｢逆翻訳｣ できなけれ
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ばならない｡ これは､ 社会的なモラルと企業のイメージが一致した形で価値

創造を成し遂げる上でも重要である｡

以上､ 経営者が持つべき 5つの能力を見てきたが､ とりわけビジネス・ス

クールに代表されるこれまでの経営者教育においては､ もっぱら最初の最適

化能力､ あるいはその次のガバナンス能力のみが教えられてきた｡ しかし企

業の価値創造を成し遂げる上で､ メタ・メタゲームにおいて必要な､ 後者 3

つの能力が欠かせないのである｡ とりわけ現代のグローバル化した社会にお

いては､ 大規模化した企業はきわめて大きな力を持つのであり､ 様々な背景

を持つ様々なステイクホルダーと関わる｡ そのような企業のトップに立つ経

営者は､ 彼らとの協働により価値創造を果たすために､ 最適化能力のみでな

く､ 社会的ジレンマに関する知識やそれを克服するためのディスコースに関

する能力である､ メタ・メタゲームにおける後者 3つの能力が欠かせない｡

このようなディスコースとして､ 例えばロビーイングやステイクホルダー・

ダイアログなどが挙げられるが､ そのような場で経営者がモラル・リーダー

シップを発揮するためには､ 先ほどの能力すべてが必要となる｡ そして､ ま

さに将来経営者になる学生にこのような観点を教育することは､ 社会全体に

とっても非常に重要と言えるだろう13)｡

また Pies / Beckmann / Hielscher (2011a) では､ 企業が価値創造の成功に

とって適切な条件を建設的に生み出す ｢オルド責任｣ を負うためには､ 経営

者は社会構造的コンピテンス (sozialstrukturelle Kompetenzen) と意味論的

コンピテンス (semantische Kompetenzen) の 2 種類のコンピテンスを有す

るべきとしている｡

前者はルール設定プロセスに関わるものであり､ 社会的ジレンマの適切な

把握と Win-Win の状態へ向けたその解決への意識､ そして企業によるモラ

ル・コミットメントの適切な実施を可能にする能力である｡ これは先に示し
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13) 実際の教授法について､ 彼らはインタラクティブで学際的な手法が必要だと述べてい
る｡ Pies et al. (2010), p. 276.



た社会的ジレンマの克服のための 4つのモラル・コミットメントの方策を適

切に行える能力である｡ これについてピーズらは､ 4 つの方策の実施につい

て､ 以下の図 7のように､ 経営者の意思決定のフローチャートを提示してい

る｡

後者は ｢啓蒙の責任 (��������	
����	������	
)｣ とも呼ばれ､ ルール発

見プロセスに関わるものである｡ それは､ 上記の方策がなぜ必要なのか､ ど

のように行うのか､ 何のために行うのか､ あるいはなぜ行わなくてよいのか

といったことをわからせるという､ 理解あるいは了解の問題を解決できる能

力である｡ ルールの変革に際しては､ 様々なステイクホルダーの間で意見が

共有されていなければ､ 無駄な対立を引き起こしてしまうからである14)｡

以上二つのコンピテンスは相互依存的であり､ どちらが欠けても Win-Win
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そのコンフリクトは望ましい社会的ジレンマか？

どのような種類のコミットメントが
そのジレンマを克服できるのか？

誰がコミットされ
るのか？

実現されていない価値創造のポテン
シャルをモラル・コミットメントに
より開拓するよう方向づける

社会的ジレンマは望ま
しいと啓蒙する

望ましくない社会的ジレンマの克服へ
全員の関心を向けるよう啓蒙する5 4

2

1

ステイクホルダー 企業 ステイクホルダー 企業

誰がコミットされ
るのか？

3

YES

NO

個別的コミットメント 集合的コミットメント

図７：企業のモラル・コミットメントに関するフローチャート
(Pies / Beckmann / Hielscher (2011a), S. 25)



の状態は達成できないとされている｡

以上､ オルドノミック・アプローチの企業倫理における展開について見て

きた｡ この他､ 例えば Pies et al.(2012) ならびに Beckmann et al. (2014)

では､ ｢持続可能性 (Sustainability)｣ に関する考察を先のコミットメントの

モデルの観点から考察している｡ また Pies et al. (2014) では､ オルドノミッ

ク・アプローチにおける企業倫理の考え方をアリストテレスのニコマコス倫

理学の観点から基礎づける試みを行っている｡ いずれにしても､ 彼らのアプ

ローチは強固な理論的コンセプトの確立とその実践への応用という形で一貫

している｡

� オルドノミック・アプローチの学説史的検討：ホーマン学派

の秩序倫理の新展開

以上､ 本稿ではピーズらの ｢オルドノミック・アプローチ｣ について､ そ

の基本的な考え方､ そして企業倫理における理論展開について考察してきた｡

ここでは､ 特にホーマン学派の学説展開という観点から､ 学説史的にオルド

ノミック・アプローチを検討したい｡

上で見てきたとおり､ オルドノミック・アプローチのベースとなる考え方

はホーマンの ｢秩序倫理｣ においてすでに展開されていたものである｡ 出発
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14) また彼らは意味論的コンピテンスに関して 4 つのポイントを挙げている (ebenda, S.

30f.)｡ 1) 経済学と倫理学のパースペクティブを相互に翻訳すること｡ ここでは価値
創造によって Win-Win の状態を実現することが理解できるようになる｡ 2) 大学教育
の中で将来の管理者たちの議論遂行能力を促進できること｡ これは特に､ 異質なステ
イクホルダーとのダイアログにおいて､ 管理者が ｢翻訳｣ でき､ 外部とうまくコミュ
ニケーションできる力を持っていなければならないことを示している｡ 3) 規範的な
両面性を絶対的に扱える能力｡ これは､ 信頼､ 忠誠､ 協調などの現象がつねに望まし
いわけではなく､ 状況や条件次第で望ましくも不適切にもなること､ それゆえに規範
性には両面性があることをあらかじめ理解できる能力である｡ 4) 企業の管理とコミュ
ニケーションの全体を価値創造という観点から考えることのできる能力｡ 例えば近年､
ステイクホルダーごとにどのような価値創造をもたらしたのかを報告書に記載する動
きがあるが (例えば東芝の CSRレポート2014年版を参照)､ そのような取り組みは一
例である｡



点となる ｢社会的ジレンマ状況｣ は､ ホーマンの ｢ジレンマ構造｣ であり､

これを個人倫理の観点ではなく､ 制度や秩序の観点から解決しようとする点

も同様である｡

しかし､ 彼らがルーマンの ｢社会構造とゼマンティク｣ の議論に基づいて､

｢基本ゲーム｣ ｢メタゲーム｣ ｢メタ・メタゲーム｣ という 3 つの社会アリー

ナを区別し､ 制度が個人の理念やアイディアなどの ｢意味論 (ゼマンティク)｣

に影響されるという考え方は､ ホーマンにおいては想定されていなかった､

新しい発想である｡

ホーマンにおいてはつねに制度と行為の二元論が前提とされ､ 行為を制御

するものとしての制度やルールが ｢モラルの体系的な場｣ であり､ このレベ

ルのみで倫理が考えられていた｡ それが ｢秩序倫理｣ と呼ばれる所以だが､

しかしピーズらのオルドノミック・アプローチは､ ルールや制度を意味する

｢メタゲーム｣ は､ 公共的討論などの ｢メタ・メタゲーム｣ に影響を受ける

とし､ このレベルに作用することで倫理的状態が実現されるとしていた｡ 企

業倫理の文脈では､ 経営者がダイアログを主宰することで､ あるいは公共討

論を刺激することで､ ルールのあり方を変え､ Win-lose から Win-Win へと

ゲームのあり方を変え､ 倫理的状態を実現するという考え方である｡

これは､ ホーマンの二元論に上位のレベルを規定しただけであり､ 依然と

して個人倫理に注目せず､ あくまで個人の行為を規定する､ 制度やルール､

そしてその上位の公共的討論､ すなわち価値規範や文化レベルでの倫理を想

定しているという点で､ ホーマンより広い意味での ｢秩序倫理｣ だと言え､

その意味でオルドノミック・アプローチは ｢秩序倫理｣ の正統な後継アプロー

チだといえる｡

しかし､ 彼らはこれが存在論的な議論ではなく､ 方法論的な議論だとして

いる｡ ｢社会的アリーナ｣ の 3 レベルが方法論的な議論であるならば､ オル

ドノミック・アプローチはホーマンの議論とは明確な相違をなすことになる｡

ホーマンの議論は､ 経済学の方法を用いた経済倫理・企業倫理であり､ 個々

人のインセンティブの観点から､ モラルの実行可能性を重視したアプローチ
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であった｡ そのモデルの背後には､ ｢ホモ・エコノミクス｣ のような強い人

間観が想定され､ むしろ新古典派経済学のような､ 厳格な経済学理論がベー

スとなっている｡ よって､ ホーマンの議論においては､ 社会学や心理学にお

いて議論されるような､ 価値規範や文化､ 人間心理は考察の対象とはならな

い｡

しかし､ オルドノミック・アプローチは､ ｢メタ・メタゲーム｣ における

公共的議論において､ 価値規範や文化的側面を問題とせざるを得ない｡ この

意味で､ ｢方法論的な議論｣ としての彼らの 3 レベル・シェーマは､ 経済学

的な議論から社会学的・心理学的議論への展開可能性という点で､ ホーマン

の議論から変質している｡

また ｢メタ・メタゲーム｣ は､ ｢社会構造とゼマンティク｣ の議論に基づ

き､ 人間個々人の理念やアイディアに影響を受けるとされている｡ 例えば経

営者自身の理念に基づき､ 世論に訴えかけるような経営政策を打って出るこ

とで､ 公共的討論を引き起こし､ 法改正に結びつけるなど､ ゲームのルール

を変更し､ Win-Win の状態を引き起こすとされている｡ その際ゲームのルー

ルの変化は経営者自身の理念が原因となっており､ このように考えれば､ オ

ルドノミック・アプローチは個人倫理の領域に踏みこんでいるとさえ言える

だろう｡

この点､ 同じくホーマン学派に属するズーハネク (A. Suchanek) による

新しい議論も興味深い｡ 彼は ｢信頼への投資｣ として独自の経済倫理・企業

倫理を構想しているが (Vgl. Suchanek 2015)､ 彼はホーマンの 2図式に加え

て ｢ゲームの理解 (��������	
����	)｣ という､ ゲームのルールを規定する

レベルを付け加えている (Vgl. Suchanek 2015, S. 17ff.)｡ ゲームの理解とは､

ゲームのルールを規定する価値や規範､ 文化などを表す概念だが､ これらの

3次元モデルは､ オルドノミック・アプローチの議論と類似したものである｡

またズーハネクは､ 自身の経済倫理・企業倫理を ｢相互作用倫理

(Interaktionsethik)｣ としている｡ 彼は､ ホーマンの ｢秩序倫理｣ がもっぱ

ら秩序のレベルでの倫理を分析していたのに対し､ ズーハネクは個人間の相
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互作用に焦点を当て､ 相互作用に影響を与えるものとして､ 秩序のみでなく､

個人の心理や意図､ あるいは ｢徳 (Tugend)｣ (Vgl. ebenda, S. 169ff.) なども

考察している｡ これも明確にホーマンの意味での秩序倫理を超えようとして

いるものであり､ その意味で､ ホーマン学派の新しい展開だと言える｡

オルドノミック・アプローチはなぜこのような発展を必要としたのか｡ 学

説史的な観点として､ 理論それ自体の発展を見る内在的視点と､ 社会経済的

事情や理論家個人の事情などの外在的視点がある15)｡

内在的視点から見れば､ まず文献上で､ オルドノミック・アプローチがホー

マンの二元モデルからの発展に言及する箇所は見受けられない｡ しかし､ ホー

マンのいう制度と行為の二元論において､ 秩序を優位に置いたアプローチを

展開すれば､ 当然ながら､ ｢制度決定主義｣､ すなわちすべてが制度によって

決定されるのではという批判を免れ得ない (柴田 2015)｡ オルドノミック・

アプローチが､ あくまで ｢秩序倫理｣ の枠組みを堅持しつつ､ ｢社会構造と

ゼマンティク｣ に基づき 3レベル・シェーマを打ち出したのは､ 内在的視点

からみれば､ 個人の理念と価値規範という観点から制度の動態的プロセスを

とらえようとすることで､ 制度決定主義的な問題を解決しようとしたとも解

釈できよう｡

外在的な視点は様々な観点が挙げられるが､ ピーズもズーハネクも､ 近年

経済倫理・企業倫理の実践性をより意識するようになっている｡ 例えばズー

ハネクが理事を務める ｢ヴィッテンベルク・グローバル倫理センター

(Wittenberg-Zentrum ���Globale Ethik : WZGE)｣ にはピーズも一時期関与

しており､ ここでの経験がオルドノミック・アプローチの発展に影響を与え

たと述べている (Pies 2015, S. 109)｡ このセンターでは企業や官公庁をはじ

めとした組織のリーダーに対するセミナーなどの倫理討論や教育が行われて

いるが､ ここでの経験は､ 経済倫理における企業倫理の重要性をより認識さ

せるものだったと言っても過言ではないだろう16)｡ 実際､ オルドノミック・
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15) 大平 (2015) では､ クーン (T. S. Kuhn) の議論を引きながら､ 前者をインターナル
アプローチ､ 後者をエクスターナルアプローチとしている｡



アプローチにおいて明らかにされていたとおり､ とりわけグローバルな大企

業のような巨大組織のトップに立つ者の行動は､ 時に法律や制度などに様々

な影響を与えることがあるし､ 与える能力も持っている｡ このような現実を

説明する枠組みとして､ 従来のホーマンの二元論では不十分なことは明らか

である｡

しかし､ このような学説展開は､ 先に述べたとおり､ ホーマンの理論と方

法論的な意味での断絶をもたらす可能性があり､ その意味で学説史的に見れ

ば､ ピーズらの発言に反して､ オルドノミック・アプローチはホーマンの

｢秩序倫理｣ を忠実に引き継ぐものではなく､ むしろ密かに離反しつつある

と言わざるを得ない｡

� おわりに

以上､ 本稿では以下のことを明らかにした｡

1) ホーマン学派において近年､ ピーズを中心として ｢オルドノミック・ア

プローチ｣ と呼ばれる新しいアプローチが登場し､ 多数の論考を展開して

おり､ 本稿ではホーマン学派の経済倫理・企業倫理という学説史的観点か

らこれを検討することとした｡

2) オルドノミック・アプローチは､ ホーマンの ｢秩序倫理｣ の考え方をベー

スとして､ a) 現代性の診断､ b) 社会的ジレンマ状況の合理的選択分析､

c) 直交的ポジションの考え方､ d) 3 つの社会的アリーナの図式の 4つを

基本コンセプトとしていた｡ a) は現代社会が様々な機能システムに分化

した複雑なシステムであり､ 従来のような単一の倫理的観点からは反モラ

ル的行動を抑制できなくなっていること､ b) は反モラル的行動がホーマ

ンのいうジレンマ構造から生じること､ c) は全体の利益のためのモラル
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16) ピーズは､ これまでのホーマンの議論が経済倫理をベースにした企業倫理論であり､
経済倫理が優先だったのに対し､ オルドノミック・アプローチは企業倫理が経済倫理
と対等な立場にあると述べている (Pies 2009, S. 9)｡



的行動を引き出すために､ 個人のメリットを抑制する Win-Lose 関係では

なく､ 個人のメリットも全体のメリットも同時に達成するという Win-Win

関係を目指すとすること､ d) はホーマンのいう行為と制度の二元論を拡

張し､ 社会が行為､ 制度､ 公共的討論の 3レベルからなるとする考え方で

ある｡

3) 以上の基本コンセプトに基づき､ オルドノミック・アプローチによる企

業倫理を検討した｡ 彼らによれば､ 企業は社会において価値創造を担う

｢社会の委任｣ であり､ 企業のモラル・コミットメントは ｢生産要素｣ の

一つとして社会の価値創造に寄与するものである｡ そのような主体として

の企業は､ ｢ニュー・ガバナンス｣ の枠組みにおいて､ 上記の 3 つの社会

的アリーナの図式の ｢メタ・メタゲーム｣ のレベルにおける公共的討論に

積極的に関与し､ 社会全体を ｢Win-Win｣ の状態へ向かわせるべく､ ｢メ

タゲーム｣ の変更､ そしてそれによる ｢基本ゲーム｣ でのモラル的行動を

引き起こすことができる｡ また企業は､ ｢企業市民｣ として､ 社会的ジレ

ンマ状況においてはモラル・コミットメントを積極的に行うことで Win-

Win の状態を実現する｡ その際､ ジレンマ状況が一方向的か多面的か､

セルフ・コミットメントが自分自身のものか､ 他の主体へのサービスかと

いう区別に従い､ ｢集合的セルフ・コミットメントのためのサービス｣ ｢個

別的セルフ・コミットメントのためのサービス｣ ｢個別的セルフ・コミッ

トメント｣ ｢集合的セルフ・コミットメント｣ の 4 つの方法がある｡ さら

にオルドノミック・アプローチは､ 経営者が持つべき能力として､ 最適化､

ガバナンス､ 方向づけ､ 感受､ コミュニケーションの各能力を挙げていた｡

とりわけ後者 3つは先の ｢メタ・メタゲーム｣ のレベルに関わるものであ

り､ 社会的な価値創造を果たす上で重要な経営者能力である｡ その他､ 持

続可能性に関する考察も行っていた｡

4) 以上のオルドノミック・アプローチに関して､ ホーマン学派の理論展開

という学説史的観点から検討を行うと､ オルドノミック・アプローチは確

かにホーマンの ｢秩序倫理｣ の継承を意図していることがわかるが､ しか
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し､ とりわけホーマンの行為と制度の二元論が､ 3 つの社会的アリーナの

図式に発展していることからわかるとおり､ 制度をさらに上位から規定す

る価値規範のレベル､ そしてそのような価値規範に影響を与える個人の理

念やアイディアのレベルまで考察を拡張しており､ これまでのホーマンの

議論がどちらかといえば新古典派経済学や新制度派経済学のような､ 厳密

な経済学理論志向だったのに対し､ オルドノミック・アプローチでは､ そ

のような厳密理論志向を逸脱する可能性がある｡ このような学説展開の背

景には､ ホーマンの理論が持つ制度決定主義的な側面の打破､ あるいはホー

マン学派の論者がより実践的な理論展開を志向するようになったことなど

が挙げられるだろう｡

冒頭で述べたとおり､ オルドノミック・アプローチは近年の論考のほとん

どを英語で著しており､ また多くの論考をウェブで公開するなど､ 自身のア

プローチの普及に積極的に取り組んでいるように見える｡ ドイツの経済倫理・

企業倫理がどちらかといえば国内志向だったことを鑑みれば (Vgl. �������	/

Nutzinger 2010, S. 227f.)､ 彼らの取り組みはそれを打破しようとするもので

あり､ きわめて意欲的なものだろう｡ ホーマン以来の ｢秩序｣ 志向は､ 日米

の企業倫理においては少なくとも主流ではない状況において､ 彼らのグロー

バルな理論展開は今後も注視していく必要があるだろう｡ しかし､ 本稿で考

察した近年の彼らの新しい展開は､ 近年隆盛している行動経済学や心理学な

どに依拠した経済倫理・企業倫理に対する説得的な論拠を必要とすると思わ

れる17)｡

(筆者は香川大学経済学部准教授)
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17) ｢経済倫理・企業倫理雑誌 (Zeitschrift 
�	Wirtschafs- und Unternehmensethik)｣ 2014
年発行の第15巻第 3 号において､ ｢行動企業倫理学 (Behavioral Business Ethics)｣ 特
集が組まれ､ 様々な論者が行動経済学や心理学的なアプローチの経済倫理・企業倫理
への影響について議論しているが､ ピーズもヒールシャーとの共著で ｢行動経済学
vs秩序倫理？｣ というタイトルで寄稿している (Vgl. Pies / Hielscher 2014)｡ この論
考において彼らは､ 秩序倫理あるいはオルドノミック・アプローチが行動経済学的な
アプローチと対立するものではなく､ むしろ両者は補完し合えるものだとしている｡
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